
厚生保険特別会計(児童手当勘定)

平 成 １ ５ 年 度 省 庁 別 財 務 書 類
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児 童 手 当 制 度 の 概 要

制 度 の 目 的 ○児童養育家庭の生活の安定に寄与する

○次代の社会を担う児童の健全育成及び資質の向上に資する

支 給 対 象 ○義務教育就学前の児童（６歳に到達後初めての年度末まで）

手 当 額 ○第１子： ５，０００円、 第２子： ５，０００円

第３子以降：１０，０００円

、 （ ）支 払 期 月 ○支払期月：毎年２月 ６月及び１０月 各前月までの分を支払

所 得 制 限 ○所得限度額

． （ ． ）４人世帯（夫婦 所得：４１５ ０万円未満 収入ベース：５９６ ３万円未満

と児童２人）の （所得制限により手当を受けられない被用者及び公務員に支給さ

所得（収入：所 れる特例給付の場合 所得：５７４．０万円未満（収入ベース：

得の換算値） ７８０．０万円未満 ））

費 用 負 担 【０歳～３歳未満 児童手当等】

［被用者］

地方 1/10事 業 主 7/10 国 2/10

［特例給付］

事 業 主 10/10

［非被用者］

国 2/3 地方 1/3

［公務員］

所 属 庁 10/10

【３歳～義務教育就学前 就学前特例給付】

［被用者・非被用者］

国 2/3 地方 1/3

［公務員］

所 属 庁 10/10

事業主拠出金 ○厚生年金保険等被用者年金制度の適用事業所の事業主が負担

○拠出金の額は、厚生年金保険等被用者年金の標準報酬月額を

賦課標準として、これに拠出金率を乗じて得た額

拠出金率（平成１５年度：０．９／１，０００）
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厚生保険特別会計児童手当勘定について

１ 概 説

この勘定は 「児童手当法 （昭 法 ）に基づく児童手当及び特例給付等に関する収支を経理するもので、、 」 46 73
児童手当交付金等に充てるための業務勘定よりの受入金「児童手当法」第 条第１項第２号から第４号までの20
者よりの拠出金並びに国庫負担金を主な財源として児童手当交付金等の支出を行っている。

２ 児童手当に関する会計組織

（事業主）
厚生保険特別会計

厚生年金保険 ( )拠出金
適 用 事 業 所 社 会 保 険 庁

業 務 勘 定
( ) 地方社会保険事務局過年度分拠出金

船 員 保 険 社会保険事務所
船 舶 所 有 者 拠 事
（過年度分） 出 務

金 費
繰 受
入 入

船員保険 ( ) 一拠出金繰入
特別会計 般

児童手当勘定 会
私 立 学 校 計
地方職員団体
独立行政法人 ( )拠出金
その他政令で 政 令 指 定 法 人 被 非 特 被 非 市
定めるもの 拠出金納付手数料 用 被 例 用 被 町

者 用 給 者 用 村
（共済組合） 児 者 付 就 者 事

童 児 交 学 就 務
手 童 付 前 学 取
当 手 金 特 前 扱
交 当 例 特 交
付 交 給 例 付

（公務員の特例） 金 付 付 給 金
金 交 付

各 省 各 庁 付 交
金 付

金
受 給 者

都
都 道 支 出 官
道 府 （出納長）

都 道 府 県 給府 県
付県

受 給 者 金
負
担
金 市 町 村

市 町 村 市
給町

受 給 者 付村
金
負
担 受 給 者
金

（注）実線は事業費、点線は事務費である。
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厚生保険特別会計児童手当勘定
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度

平成15年3月31日 平成16年3月31日 平成15年3月31日 平成16年3月31日

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

現金・預金 82,143 73,488 未払金 49,443 50,845

未収金 17,448 17,814 賞与引当金 9 13

未収収益 31,995 33,031 退職給付引当金 231 213

他会計繰入未収金 2,819 2,421

貸倒引当金 △ 254 △ 252

有形固定資産 37,323 36,957

　　国有財産（公共用財産を除く） 37,281 36,914

土地 27,808 27,808 49,684 51,072

立木竹 8 8 ＜資産・負債差額の部＞

建物 7,001 6,655

工作物 2,461 2,441 資産・負債差額 121,897 112,523

　　物品 42 42

無形固定資産 106 135

　資産合計 171,582 163,595 171,582 163,595

貸　借　対　照　表

　負債合計

　負債及び資産・負債差額合計
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厚生保険特別会計児童手当勘定

（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度
自　平成14年4月 1日 自　平成15年4月 1日

至　平成15年3月31日 至　平成16年3月31日

人件費 158 162
賞与引当金繰入額 9 13
退職給付引当金繰入額（戻入額） 4 △ 10
補助金等 324,734 329,027
委託費 8,211 8,121
業務勘定への繰入 1,823 1,798
庁費等 374 516
その他の経費 5 10
減価償却費 613 606
貸倒引当金繰入額（又は戻入額） 34 △ 2
資産処分損益 66 11

　　本年度業務費用合計 336,037 340,254

業務費用計算書
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厚生保険特別会計児童手当勘定

（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度
自　平成14年4月 1日 自　平成15年4月 1日

至　平成15年3月31日 至　平成16年3月31日

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 125,806 121,897

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 336,037 △ 340,254

Ⅲ　財源 332,127 330,880
　　１　自己収入 4,646 5,806

拠出金収入 2,948 4,375
運用益 10 6
その他の財源 1,687 1,424

　　２　他会計（勘定）からの受入 327,481 325,074
一般会計からの受入 192,414 192,202
業務勘定からの受入 135,066 132,871

Ⅳ　無償所管換等 － －

－ －

Ⅵ　その他資産・負債差額の増減 － －

Ⅶ　本年度末資産・負債差額 121,897 112,523

Ⅴ　資産評価差額

資産・負債差額増減計算書
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（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度
自　平成14年4月 1日 自　平成15年4月 1日

至　平成15年3月31日 至　平成16年3月31日

Ⅰ　業務収支
　１　財源

業務対価見合収入 2,948 4,375
運用収入 11 6
その他の収入 1,687 1,424
一般会計からの受入 191,595 191,167
業務勘定からの受入 135,157 132,902
前年度剰余金受入 19,679 12,675

財源合計 351,080 342,551

　２　業務支出
　　（１）業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 △ 174 △ 179
補助金等 △ 323,943 △ 327,626
委託費 △ 8,211 △ 8,121
業務勘定への繰入 △ 1,825 △ 1,797
庁費等の支出 △ 446 △ 568
その他の支出 △ 5 △ 10

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 334,606 △ 338,303

　　（２）施設整備支出
建物に係る支出 △ 4 △ 2
工作物に係る支出 △ 300 △ 226

施設整備支出合計 △ 305 △ 228

業務支出合計 △ 334,911 △ 338,532

　　業務収支 16,168 4,019

本年度収支 16,168 4,019

　　資金からの受入 － －
　　資金への繰入 △ 3,493 △ 3,956

翌年度歳入繰入 12,675 63

　　収支に関する換算差額 － －

　　資金本年度末残高 69,468 73,424
　　その他歳計外現金・預金本年度末残高 － －

本年度末現金・預金残高 82,143 73,488

区分別収支計算書

厚生保険特別会計児童手当勘定

157154



 

 

注記 

1. 重要な会計方針 

1. 有形固定資産及び無形固定資産の減価償却の方法 

 (1)有形固定資産   

建物、工作物 
定率法により減価償却を行っている。 

物品 
「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５

号）」に定める耐用年数を基準とし、残存価格を取得原価の１０％とした

定額法により減価償却を行っている。 

(2)無形固定資産 

ソフトウェアは、取得年度の翌年度から利用可能期間(5 年間)に基づく定額

法により減価償却をしている。 

 

2. 引当金の計上基準及び計算方法 

 (1)貸倒引当金 

未収金について過去 3 年間の貸倒実績率に基づく貸倒引当金を計上している。 

 (2)賞与引当金 

職員の賞与の支払に備えるため支給見込額のうち当期に負担する金額を下記の

計算方法により算出している。 

期末手当  翌年度期末手当予算額×6 月期支給割合/年間支給割合×4/6 

勤勉手当  翌年度期末手当予算額×6 月期支給割合/年間支給割合×4/6 

 (3) 退職給付引当金（恩給給付費、整理資源及び国家公務員災害補償年金に係る退

職給付引当金を除く） 

職員の退職金の支払に備えるため期末要支給額を下記の計算方法により算出し

ている。 

経験年数階層毎人員数×平均俸給額×退職手当支給率 
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＜重要な会計方針の変更＞ 
従来、整理資源に係る退職給付引当金繰入額については、退職給付引当金の前年度末残高

と当年度末残高との差額を計上していたが、本年度より、退職給付支給時に退職給付引当

金の取崩しを行い、年度末に当年度末残高との差額補充を退職給付引当金繰入額とするこ

ととした。 
この変更は、退職給付引当金繰入額の算定方法が差額補充法に統一されたことによるもの

である。 
この変更により、前年度の退職給付引当金繰入額が7百万円増加し、人件費が同額減少し

ている。 

 

3. 翌年度以降支出予定額 

・歳出予算の繰越                   25 百万円 
 

・継続費 

該当ありません。 

 
・国庫債務負担行為 

該当ありません。 

4. 出納整理期間 

予算決算及び会計令第３条及び第４条により出納整理期間が設定されており、出納

整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数として

いる。 

5. 財政法第 44 条の資金の名称、根拠法令及び内容 

  資金名 ：積立金 

  根拠法令：厚生保険特別会計法第 8 条の 2 

 内容  ：決算上の剰余金を積み立てるために設置。 

6. 業務費用計算書における収益の計上 

 ・「退職給付引当金戻入額」において、退職給付引当金の戻入益 18 百万円が計上さ

れている。 

 ・「貸倒引当金繰入額（又は戻入額）」において、貸倒引当金の戻入益 2 百万円が

計上されている。 
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7. 各財務書類における表示科目の説明 

 
＜貸借対照表＞ 
・ 「現金・預金」には、当該年度末における支払元受高たる現金と決算剰余金と財

政融資資金預託金との合計額を計上している。 
・ 「未収金」には、児童手当拠出金に係る未収金を計上している。 
・ 「未収収益」には、運用寄託金に係る当年度経過分の利子を計上している。 
・ 「他会計繰入未収金」には、児童手当拠出金に係る他会計（勘定）からの受入金

として収納すべき未収額を計上している。 
・ 「貸倒引当金」には、未収金等の債権に係る回収不能見込額を計上している。 
・ 「土地」には、国有財産として国有財産台帳に記載されている土地の台帳価格を

計上している。 
・ 「立木竹」には、国有財産として国有財産台帳に記載されている立木竹の台帳価

格を計上している。 
・ 「建物」には、国有財産として国有財産台帳に記載されている建物の台帳価格を

計上している。 
・ 「工作物」には、国有財産として国有財産台帳に記載されている工作物の台帳価

格を計上している。 
・ 「物品」には、国有財産として国有財産台帳に記載されている重要な機械器具の

台帳価格を計上している。 
・ 「無形固定資産」には、ソフトウェアに係る資産計上額を計上している。 
・ 「未払金」には、当該年度末における児童手当拠出金の児童手当勘定への繰入額

等の未払額を計上している。 
・ 「賞与引当金」には、期末手当及び勤勉手当のうち当期負担額を計上している。 
・ 「退職給付引当金」には、職員に係る退職手当、遺族補償年金及び整理資源に係

る引当金を計上している。 
 
＜業務費用計算書＞ 
・ 「人件費」には、職員に係る人件費を計上している。 

・ 「賞与引当金繰入額」には、賞与支給見込額のうち、当該年度に帰属する額を計

上している。 
・ 「退職給付引当金戻入額」には、職員に係る退職手当、遺族補償年金及び整理資

源に係る引当額のうち、当該年度に帰属する額を計上している。 
・ 「補助金等」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2 条

第 1 項に規定する補助金等を計上している。 
・ 「委託費」には、補助金等に該当しない、対価性のある委託費及び交付金等を計

上している。 
・ 「業務勘定への繰入」には、厚生保険特別会計法第 6 条の規定により、児童手当

拠出金の徴収に関する費用等に充てるため、業務勘定へ繰り入れる額を計上して

いる。 
・ 「庁費等」には、庁費及び土地建物借料等の物件費等を計上している。 

・ 「その他の経費」には、諸謝金、旅費並びに賠償償還及び払戻金を計上している。 

・ 「減価償却費」には、建物、工作物等の償却資産に係る減価償却費を計上してい

る。 
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・ 「貸倒引当金繰入額（又は戻入額）」には、債権の貸倒に伴う費用及び損失のう

ち当該年度の負担額を計上している。 

・ 「資産処分損益」には、固定資産に係る処分損益を計上している。 

 

＜資産・負債差額増減計算書＞ 

・ 「前年度末資産・負債差額」には、前年度貸借対照表における資産・負債差額を

計上している。 

・ 「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書における本年度業務費用合計を計

上している。 

・ 「財源」には、自己収入と他会計（勘定）からの受入の合計額を計上している。 

・ 「自己収入」には、拠出金収入、運用益及びその他の財源を計上している。 

・ 「拠出金収入」には、児童手当拠出金収入を計上している。 

・ 「運用益」には、運用寄託金に係る利子収入を計上している。 

・ 「その他の財源」には、雑収入に係る収入を計上している。 

・ 「他会計（勘定）からの受入」には、一般会計等からの受入額を計上している。 
・ 「一般会計からの受入」には、一般会計からの受入額を計上している。 
・ 「業務勘定からの受入」には、厚生保険特別会計法第 6 条の規定により、業務勘

定より受け入れる児童手当拠出金収入を計上している。 

・ 「本年度末資産・負債差額」には、前年度末資産・負債差額に本年度業務費用合

計、財源、無償所管換等を加減した額を計上している。 

 

＜区分別収支計算書＞ 

・ 「業務対価見合収入」には、児童手当拠出金収入を計上している。 

・ 「運用収入」には、運用寄託金に係る利子収入を計上している。 

・ 「その他の収入」には、雑収入に係る収入を計上している。 

・ 「一般会計からの受入」には、一般会計からの受入額を計上している。 
・ 「業務勘定からの受入」には、厚生保険特別会計法第 6 条の規定により、業務勘

定より受け入れる児童手当拠出金収入を計上している。 
・ 「前年度剰余金受入」には、前年度決算上の剰余金の受入額を計上している。 
・ 「人件費」には、職員に係る人件費を計上している。 
・ 「補助金等」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2 条

第 1 項に規定する補助金等を計上している。 
・ 「委託費」には、補助金等に該当しない、対価性のある委託費及び交付金等を計

上している。 

・ 「業務勘定への繰入」には、厚生保険特別会計法第 6 条の規定により、児童手当

拠出金の徴収に関する費用等に充てるため、業務勘定へ繰り入れる額を計上して

いる。 
・ 「庁費等の支出」には、庁費及び土地建物借料等の物件費を計上している。 

・ 「その他の支出」には、諸謝金、旅費並びに賠償償還及び払戻金を計上している。 

・ 「建物に係る支出」には、建物の計上に繋がる支出額を計上している。 

・ 「工作物に係る支出」には、工作物の計上に繋がる支出額を計上している。 

・ 「資金への繰入」には、決算処理による資金への繰入額を計上している。 
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8. 単位未満の計数の切り捨て及び 100 万円未満の計数の表示等 

金額の単位は 100 万円単位とし、単位未満は切り捨てているため、合計は一致しな

いことがある。 

100 万円未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には

「－」で表示している。 
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附属明細書 

 （単位：百万円） 

1. 貸借対照表項目に関する明細 

（１）資産項目の明細 

① 未収金の明細 

内容 相手先 本年度末残高 

児童手当拠出金未収分 国 17,814

合計  17,814

 

② 固定資産の明細 

区分 
前年度末 

残高 

本年度 

増加額 

本年度 

減少額 

本年度 

減価償却額

評価差額（本

年度発生分）

本年度末

残高 

（有形固定資産） 
            

国有財産（公共用財

産を除く） 
37,281 228 11 583 － 36,914

土地 27,808 － － － － 27,808 

立木竹 8 － － － － 8 

建物 7,001 2 － 348 － 6,655 

工作物 2,461 226 11 235 － 2,441 

物品 42 － － － － 42

小計 37,323 228 11 583 － 36,957

（無形固定資産）  

ソフトウェア 106 52 － 22 － 135

小計 106 52 － 22 － 135

合計 37,429 280 11 606 － 37,092 
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（２）負債項目の明細 

① 未払金の明細 

内容 相手先 本年度末残高 

児童手当交付金未払分 市町村 50,845

合計  50,845

 

2．業務費用計算書の内容に関する明細 

（１） 補助金等の明細 

内容 相手先 金額 支出目的 
連結対象

の有無 

被用者児童手当交付金 市町村 97,042 児童手当法第１９条第１

項に基づく交付金 

無 

特例給付交付金 市町村 29,112 児童手当法附則第６条第

２項に基づく交付金 

無 

被用者就学前特例給付

交付金 

市町村 99,837 児童手当法附則第７条第

４項に基づく交付金 

無 

非被用者児童手当交付

金 

市町村 34,497 児童手当法第１９条第１

項に基づく交付金 

無 

非被用者就学前特例給

付交付金 

市町村 40,695 児童手当法附則第７条第

４項に基づく交付金 

無 

児童育成事業費補助金 地方公共団

体等 

27,841 児童手当法第２９条の２

の規定に基づく「児童育

成事業」に必要な経費を

補助したため 

無 

合計  329,027   
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（２） 委託費の明細 

内容 相手先 金額 支出目的 
連結対象

の有無 

市町村事務取扱交付金 市町村 8,121 児童手当法第 19条第 2

項に基づく交付金 

無 

合計  8,121   

 

3．資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細 

（１）その他の財源の明細 

款 項 金額 

雑収入 雑収入 1,424

合計  1,424

 

4．区分別収支計算書の内容に関する明細 

（１）その他の収入の明細 

款 項 金額 

雑収入 雑入 1,424

合計  1,424

 

（２）資金の明細 

資金名 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高 

積立金 69,468 3,956 － 73,424
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